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多頭化段階における酪農経営の土地利用構造

一生産費分析による接近一

小　林

1．　はじめに

2，農業経営実態調査及び生産費計算の方法

3．実態分析

　1）調査農家の土地利用の概観

　2）生産費計算の結果概要

　3）生産費格差に関する事例的考察

　4）作付規模と生産費

　5）作付体系と生産費

4．　まとめ

亙．はじめに

　我国の酪農経営は、昭和36年の「農業基本法」の制定以降、さらにその後の昭和

41年「不足払い制度」の確立をスプリング・ボードにして、地帯分化の色彩を明

確にしつつ急速なテンポで多頭化・専業化をおし進めてきており、最近では北海道

を始めとして都府県の一部には乳牛頭数や経営土地、機械・施設装備等の経営規模

の側面では既に欧米酪農の水準に到達したと厨される経営が少なくない。そして、

このような多頭化・規模拡大の動きに対応して酪農経営の生産性は著しく伸長し、

最近のその経営基盤はかつて支配的であった零細な小規模頭数飼養の時代に比して

はるかに強固になっているといえよう。

　けれども、一面では「多頭化・規模拡大」を基調とする経営展開の矛盾の局面と

して現在、看過できない新たな経営問題が発現している。たとえぽ、土地離脱型の

酪農経営に象徴的に現われている糞尿公害、また購入飼料価格の高騰に伴う収益性

の低下や自給飼料の生産基盤の逼迫と品質低下のごとき飼料問題、飼養管理方式や

飼料給与方式の変化に伴う乳牛の疾病、事故の多発、土地や機械、建物及び付属施

設、乳牛などに対する多額の資金投下による負債の累積とそれによる経営圧迫とい

った事項は中心的なものである。そして、これらの諸問題がいずれも早急に対応を
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迫られている焦眉の課題であるにもかかわらず、現在の牛乳生産過剰という新たな

局面の下で酪農経営の発展にとって一層大きな障碍となりつつあるところに今日の

酪農情勢の厳しさの反映がある。

　本稿の目的は、酪農経営の根幹をなす土地利用部門（飼料生産部門）に焦点をあ

てて実態分析を行ない、上記のごとき特徴をもつ今嗣の我岡の酪農経営の実態を土

地利用構造の側面からさらに詳細に考察してそこに内包される経営問題の一端を明

らかにすると共に、問題打開の基礎となる土地利粥の基本原鋼について考察するこ

とにある。実際の分析素材には我国の代表的な酪農地帯の一つである北海道十勝地

域で実施した農業経営実態調査の結果を用いることとし、調査結果にもとつく生産

費分析を主体にしながら考察する。

　酪農経営における土地利用の重要性については改めて述べるまでもないが、家畜

飼養にとって飼料給与のあり方が決定的な意味を持つだけに経営の根幹をなす飼料

生産部門の性格が経営全体の帰趨を左右するといっても過雷ではない。この点に関

連して、従来から酪農経営に対して自給飼料生産の拡大の必要性が強調されてきた

のは、牛乳の生産コストの低減、購入飼料価格及び乳価の変動に耐えうる経営の安

定性の強化、乳牛の個体維持管理の安定化、我国の国土資源の有効利用などのねら

いからであ。謂醸鰭の経営腰の最大化躾現するための珊珊な雛騰

化を問題にする場合には、これらの自給飼料生産の有する積極面のうち、乳牛の個

体維持管理機能の安定化のごとき技術的特質を基礎にしつつ、．とくに前者の牛乳生

産コストの低減、或いは経済的変動に対する経営の安定性の強化といった機能に着

目することが重要であろう。本稿で酪農経営の土地利用構造を取り上げるのもこの

ような：挙隅からである。

　また、ここで課題への接近方法に生産費分析を採用するのは、現在の酪農をめぐ

る経済情勢下にあっては生産コストの低減が経営問題克服のための最も有効な方策

の一つであるという実践的な意義の他に、農業経営の経営門標の最大化をはかるた

めの経営組織化の原理の源泉には費用原則（cost－princip玉e）が位置つくという経

営理論を重視するからである。すなわち、酪農経営にとって費用原則とは直接の費

用を形成する資本投下の範疇にのみ限定された概念ではなく、絶対的なコスト水準

を規定する乳牛飼養規模や乳量水準と結びつく経営規模、さらに飼養管理方式、飼

料給与方式、飼料の加工・調整方式、飼料生産方式（作付体系、地力水準、その他

）、土地基盤、等の経営全般の態様にかかわる概念である。費用原則は酪農経営に

とってこのように肝要であるだけに門門経営の性格．とくにここでは個溺の飼料生
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産部門の性格は実際の生産費分析を通じてより的確に把握することが可能となり、

さらにはそのことを通じて今日の酪農経営の経営構造の特徴を明確にして経営問題

の本質に迫まることが可能になるであろう。

　なお、土地利用部門から生産される自給飼料は牛乳の中にその価値を転換して最

終的な価値実現がはかられるところがら、土地利用部門に関する分析は畜舎管理部

門及び酪農経営総体との関連で深められる必要があるが、小稿では次の牛乳生産費

の研究につなぐための第一次接近に一応、限定して論ずることとし、土地利用部門

の分析を中心にしながら考察して畜舎管理部門や経営総体との関連については可能

な範囲で論及するにとどめたい。

　ところで、酪農経営では一般には土地利用部門がその用途をも含めて単一一の飼料

作物から成る場合は極めて稀で、大体、複数の飼料作物が栽培されて、たとえ牧草

のような単一作物に作付が限られる場合でも圃場や草種、・番草によって利層状況は

異なるのが普通である。そこで、土地利用部門について考察しようとするときには

こうした一つ一つの飼料生産部門の特微：と関連講造の解明が要請されるが、現在、

農林水産省等の実施している生産費調査は経営内の特定作目や特定部門のみを単独

に抽出して取り扱っており、部門問の相互関係や経営総体とのかかわりという視点

が全体に希薄であるところがらこの種の研究素材としては必ずしも適切ではない。

そのため、ここでは我々、北大農業経営学教室が昭和5肺野から実施してきている農

業経営実態調査の結果を用いて生産費分析を行なうことにより考察を進める。

露．農業経営実態調査及び生産費計算の方法

　農業経営実態調査は、北海道十勝平野の南西部に位階する純農村、中札内村を対

象地域にして実施した。中札内村を始めとする十勝地域は、北海道のみならず我国
　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
を代表する畑作酪農地帯の一つであり、同村は「全村法人化運動」や「地域複合シ

ステム化」などの取り組みで全国的に知られた村である。

　農業経営実態調査の方法と生産費計箪の処理方法は次の通り。

　（1）調査対象農家の抽鳩　　農業経営や土地利用の態様と生産費との関係を分析す

るねらいから、経営耕地面積規模や経営形態、乳牛飼養規模、作付体系、作物の作

付規模、収量水準、機械装備等を基準指標にしてサンプリングを行なった。調査農

家は、経営面積からみればいずれも村平均以上の規模階層に属する典型的な大型機

械化段階に到達した経営群である。抽出した調査対象農家は全体で4Q戸であったが、

ここで分析対象とするのは40戸のうち乳屠牛飼養を行なっている23戸である。
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　（2）調査対象作物　　現在の十勝地域の酪農や畑作において最も作付の多い作物を

対象にしたが、飼料作物では牧草とゲントコーン、一般畑作物ではてんさい、原料

用ばれいしょ、大豆、いんげんまめ（大正金時）、小麦の合計7作屠を取り上げた。

乳牛飼養を行なう農家の中には一般畑作物を作付けるものがかなり存在するが、こ

こでは紙幅の都合から考察の対象作物を飼料作物のみに限定する。

　（3）実態調査の内容　　最初に作付図を作成して経営の作付状況を作付圃単位で聞

き取り、次いで作付図にもとづき調査作物の作業過程を作付圃、一枚ごとに生産費

調査の様式に従って詳細に聞き取った。とくに配慮したのは、調査作目と他部門及

び経営総体との関連性の把握である。

　（4）生産費の計算処理　　基本的には農林水産省の農畜産物生産費調査の方法に準

拠したが、一部、酪農や畑作の実態に即した基準指標や計算手法を適用した。それ

らのうち主要な基準指標の設定について簡単に触れておく。

　作物残i渣の評価基準

　　　費用価原則による作物残渣の評価は事実上不可能に近いが、しかし、その方

　　向に少しでも近づけてより的確な評価を行なうために次の方法で評価基準を設

　　定した。まず、村内の一部の経営で作付けされている「緑肥えん麦」に着羅し、

　　別途に農家調査を実施してその標準的な生産費を算出した。次に、そこで得た

　　値と「緑肥えん麦」の要素含有率でもって市価評価した値の比（1ホ1：2）

　　に従い、要素含有率で評価した各々の作物残渣にその比を乗ずることにより評
　　価額を疑した。結果醸の働（碧

自家労賃の評価基準

　　自家労賃の評価は、基本的には労働の再

　生産に要する費用として理解する必要があ

　るという立場から、農村雇用賃金を基準に

　するのではなく、生計費説に準拠するかた

　ちで労働の再生産に要する家計費にもとつ

　いて評価を行なった。実際には、中札内村

　における最：も標準的な世帯を3戸抽出し、

　それらを対象にした家計費調査を三途に実

　施して村内における社会的、標準的な家計

作物残渣

てんさい茎葉

秋小麦麦桿
大豆　ま　め殻

菜豆　ま　め殻
とうもろこし茎稗

緑掘えん麦
牧　　　　　　草

　評　価　額
理レ収穫部位1宅

2，676

至0，658

6、610

14，002

8，228

15，622

3204

参考資料：臼本土壌肥料学会昭和54年度大

会運営委員会『北海道の畑作と土壌肥料

　』　三979年・P117、珪ヒ髄農；嚢震麺こ験場

彙幸臨95・　1969勾三　。P36　・40

費を把握（標準的世帯の家計費の最：低水準を昭和53年度で180万円に設定）し

た。そして、農業経営実態調査の中から村内では一般的、平均的な経営形態及
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　び経営規模と把えられる経営を参考にして標準的な農業就業時間を定めた（年

　間総労働時間4，500時間、うち男子2，500時問、女子2，000時間）。その結果、

　基準となる自家労賃評価額を1時間当たり400円とした。なお、農業（農家）

　労働の特質を考慮して労賃の男女格差は見積らないこととした。

固定資本財の耐用年数の評価基準

　　固定資本財の耐用年数の評価は、　「主観的判断による恣意性を排除するには、

齪資本の種類型式別蹴一的弓年数轍回する。とが必要となる穫。

　うから一般には農林水産省の『農畜産業用固定資産評価標準』を基準に用いる

　場合が多い。しかしながら、今躊の寒冷地畑作の実情を考慮するとき全國一律

　の耐用年数を適用することには妥当性を欠く側面があるところがら、とくに実

　態との乖離の大きな農機具については可及的に我々が農業経営実態調査で得た

鞭を用いる。とにし魂

牧草生産・施肥作業の関連費臼の番草別配分をめぐる評価基準

　　牧草生産のための番草別の施肥は、その肥効が必ずしも特定番草のみに限ら

　れるとは認めがたいところから、当該年度の牧草生産に要した施肥作業の関連

　費用（肥料費、農機具費、労働費など）をそれぞれ実態調査から得た牧草の平

　均的な番草別収量割合によって二番草ごとに配分した。番草別の配分比率は次

　の通り。

は種後経過年数別 合計 1番草 2番草 3番草 備　　　　　　考

初年臣草地 王00 60 40
一 1番草の収穫がない場合には2番草の全額負担

2卑自以降草地 100 60 40
一

2年呂以降草地 10G 47 31 22　　4番草があれば3番草に含めて扱う

　その他

　　　草地更新に関わる草地の減価償却費の算定に際しては、耐用年数を農林水産

　　省『評緬標準』をも参考にして7年とし、その番草鋼配分においては定額法に

　　よって算出した要年間償却費を番草別利用回数で除して定額配分した。

　⑤分析指標　　現行の生産費調査においては、一般に農畜産物の生産のために消

費した経済価値を第一次生産費とし、これに加えて、生産の結果生ずる利潤の分配

分である地代や資本利子をも含む価値を第二次生産費として扱われている。このう

ち、第二次生産費を構成する地代や資本利子に対してこれらを生産費中に含めるこ
との是非或いはその評1瀬定方灘めぐって古くから数多くの議論がなされて、、兜。
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本稿ではとりあえず第一次生産費の計算範囲に限定して行回し、地代や資本利子に

関する理論的、技術的な整理を含めて第二次生産費による考察は別の機会に譲りた

い。

3．実態分析

　1）調査農家の土地利用の概観

　分析に先立ち調査農家にみられる現段階の畑作酪農の土地利用の実態を簡単に素

描しておきたい。

　　　　第1表　 調査対象農家の経営概況昭和53年

家族労働力（人 作付構成　（％）
乳牛飼養頭数 機械の装備・利用

経営

`態

農家

ﾔ暑 基幹 補助

経営耕

n面稜
�ｳφ

デソト

z一ン
牧草

その他

迫ｿ
?物

一　般

ｨ作物

成　牛

ｷ　算
擁乳牛

トラクタ

[本機
i台）

トラクター

p作業機

機械セ’

^ーの蓉1

pの有無

18 2 22．9 工3．1 32．8 54．1 1憩 14 1＋レセ 個人・共同 有

19 3 26．7 5．6 20．6 73．8 14 12 2 個人・一部共同 有
畑　酪

20 2 玉 28．6 7．0 29．4 63．6 18 14 3 儀人・・一部共同

2正 2 28．9 15．9 38．8 45．3 25 17 ％％ 共　岡

17 3 35．3 3．4 11．6 85．0 10 7 2 個人・共嗣 有

22 4 20．9 12．0 53．1 34．9 25 20 3 億　人酪　　畑

23 3 25．4 14．6 50．8 34．6 33 30 1→一レを 繍入・共同 有

24 2 1 61．5 17．2 60．8 22．0 49 32 2 個人一部共岡 有

一一 39葵 6 1 88．3 33．6 66．4 105 ？8 3 慨　人 有

25 2 2 ユ9．3 24．9 75ほ 33 23 2 糊入・一部共同

26 2 2 20．3 100 32 23 2 個人・一部共同

27 2 22．5 28．9 62．2 8．9 40 32 2 個入・一部共同

28 2 1 23．2 38．8 61．2 50 40 2 個入・共岡 有

29 4 24．0 40．8 59．2 51 43 1十レ？ 綱・人 有

31 3 24．9 325 67．5 33 30 2 慨　人 有

32 2 25．0 36．0 56．0 8．0 4正 30 2 醸　人 窟

33 3 26．0 34．6 65．4 5婆 39 2 個　入

34 3 29．0 48．3 5至，7 55 40 2 偲　入 有

35 4 29．7 27．6 70．7 1．7 50 34 2 慨　人 有

36 3 34．9 35．8 63．3 0．9 52 38 2÷1／3 個　入 有

37巌葵 5 4 39．4 9L4 8．6 140 114 4 個　人

38 3 48．3 42．0 58．0 64 50 2十｛シ8 個　入 有

40莞 7 134．3 39．8 60．3 218 175 3 個　人 窟

注　1）39、40番は完全協業経営体、37番は部門協業経営体（酪農部門のみ）Q

　　2）機械の装備・利用において、トラクター本機の整数は個人所有台数を示し、分数は共1司所窟を意味する。

　　　分母は共同農家数、分子は共同所有台数を示すQまた、トラクター用作業機では欄入、個人・一部共岡、

　　　個人・共同、共同の順に左入所有から共同所由へのウエイトが暖まる。
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　第1表は、考察対象となる23戸の経営概況を示したものであるが、表から多頭化

・規模拡大が顕著に進展した現在の酪農経営の土地利用の特徴が鮮明に読みとれる。

　前述したように、調査農家はいずれも村内では平均以上の土地面積をもつ農家で

あるが、三つの協業経営体を除く個別の酪農専業経営の乳牛飼養頭数をみれぽ、1

戸当たりの成牛換算頭数は約46頭、うち搾乳牛頭数は1戸当たり35頭、成牛1頭当

たりの飼料作面積は0．58磁であり、1戸当たりの飼養頭数が多く飼料基盤に対して

ぎりぎりの頭数拡大の進んでいる状況が認められる。

　飼料生産はほとんど牧草とゲントコーンの2作物に集中しているが、最近のデソ

トコーソの作付増加傾向を反映して、牧草生産に特化している1戸を除けばいずれ

の雛ともデン，＿ソの作枇率醐当の割創齢してい謂デン，＿ン、まほ

とんごすべてサイレージ調整して給与されているが、牧草は放牧や青刈、サイレー

第2表　　牧草の番草別。用途別利用状況　昭和53年

1番草 2番草 3番草 4番草 暗闘数（戸） 齎　積（陶 総面積⑫α

乾　草 乾　草 22 16α6

サイレージ 乾　草 6 77．7

乾　草 乾草 乾　華 4 16．2
332．2採草地 サイレージ 膏刈 青刈 青刈

三 13．Q

サイレージ 乾　草 乾　革 2 12．三

その他 15 52．6

乾草　　　　放　　　　牧 7 24．8
39．6採草放牧地

その他 4 148

放牧地 放　　　　牧 玉8 重王6．6 1玉6．6

注）数字は牧草を作付けする25戸の計である。

ジ、乾草などのように複数の用途にふり分けて利用されている。第2表は、牧草の

番草別・用途別利用状況を示したものであるが、調査農家では採草地面積が最も多

く、次いで放牧地、採草放牧地の順になっており、採草放牧地はごく小面積にとど

まっている。採草地では2番草までの利用が大部分を占めるが、土地基盤に比して

著しく多頭化の進展した一部の経営では3番草、4番草まで利摺されている。番草

亀、罵途鋼の利用方式のうち支配的なのは「1番草・乾草一2番草・乾草」の方式

で、次に「1番草・サイレージ…2番草・乾草」の方式が多い。

　飼料生産のための機械の装備・利用状況は、第1表に示すように乳牛飼養頭数が

さほど多くない混岡形態の経営や中規模クラスの酪農専業経営において…部ないし

絹当の機械を共蓋所有、共同利用するものが多くなっている。また、大半の農家が
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デソトコーソの収穫作業や尿・堆肥散布等を中心に何らかのかたちで農業機械セン
タ端利髄行なって個別作業の轍をはかろうとしているのが特徴的である。

　労働力については、三つの協業経営体を除けばいずれも家族労働力によって経営

が担われており、基幹と補助をあわせて3人～4人の構成人員をもつ経営が大部分

を占める。多頭化・規模拡大が著しく進展した今日では、機械や建物、施設などの

労働手段の高度化が急速に進んで乳牛1頭当たりの飼料生産時間や飼養管理記聞は

以前に比して大幅に短縮されてきているが、それにも増して多頭化が進んできてい

るため、調査農家の中には基幹労働力1人当たりの年間総労働時間が3，000時間を

超える経営が少なくない。

　な：お、補足的に飼料給与について触れておけば、粗飼料の給与方式ではゲントコ

ーンサイレージを主体に通年乾草と放牧を併用している事例が最も多く（9戸）、

次にデソトコーンサイレージを主体に通年乾草とグラスサイレージ、放牧を併用し

ている事例が多い（6戸）。また、それぞれの経営によって土地基盤や飼料生産の

方法に懸隔があるところがら、成牛至頭当たりの自給飼料生産量には経営間で大き

な開きがみられる。そのため、土地利用型の酪農経営といえども飼料基盤の逼迫し

ている経営では放牧地をなくして年間舎飼方式に転換したり、或いはなかには一定

の乳量水準を維持するために乳飼比が50％を上回るほどに購入飼料への依存度を高

めてきている経営も認められる。

　2）生産費計算の結果概要

　上述のように調査対象農家の飼料生産は牧草とゲントコーンに集中しているが、

ここでは生産と利用上の技術的特質を考慮して牧草を番草鋼、用途別にそれぞれ分

離して扱うこととし、利用面積の多いデγトコーソ（サイレージ）と牧草の1番草

・乾草、1番草・サイレージ、2番草・乾草の四つを取り上げて生産費計算を実施

した。なお、牧草は三三年次には収量が低く生産管理面でも特異な条件下におかれ

るため、新旧牧：草とは種後2年目以降の牧草とを区別して計算することとし、以下

ではは種後2年羅以降の牧草を主たる分析対象とする。

　各飼料生産部門に関する計算結果を整理したのが第3表であるが、表より先進的

な機械化・化学化技術に支えられた現段階の酪農の飼料生産をめぐる技術構造の特

色が鮮明になる。たとえば、生産費項目のうちいずれの飼料生産部門でも上位を占

めているのが購入肥料費と大農具費であり（デソトコーソ（サイレージ）と牧草1

番草・サイレージで上位を占める賃借料及び料金の内容を検討すれば大農具費相当
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第3表 生産費計箪の結果概要　昭和53年

註三夕…物100K夢謹雪たり第一一次生産費 10a踊たり簗一次生産費

デ（

¥サ
gイ

牧（
錘я＄ｯ乙一番草輩）

牧（ 牧（

l脚
�ﾔ草

吹j

デ（

¥サ
gイ

草乾．．一番輩華）

牧（　　牧（
@　草芝　　一　レ　　番i　　　ジ　　華）

牧（

吹F乾

�v．蝦一

ﾔ単

吹j

戸　　　　　　　数　　（蝉） 19 21 7 22 19 21 7　　　　22

第一次生産費　　（円） 524 2，232 644 2，987 28，485 9，944 9，743　8，223

副　産　物　緬　額　　（円）
一 63

｝ 43
…
281

一 目皿7

費　用　舎　計　（円） 52《 2，295 64《 3，030 2S，485 10，225 9，743 8，340

種　　　螢　　　費 36
～ 一 一　　L938 ｝ 1　　　　　一 一

肥　　料　　　費 229 70王 211 756　12，482 3，126 3，2◎0　2，㈱O

う　ち　購　入 宝35 684 207 742　　7β60 3，048 3，呈33　2，0魂2

農　仙薬　剤　費 ig 2
｝ 2　　エ，024 8 一　　　　　6

光　熱熱　力　費 雲6
T1鍬

7　　　227　　　　877 598
　　．w．．内．…」……㎝幽國

X05　　　624

その他の諸材料費 9 81 3　　　　89　　　　500 360 76　　　2痩5

質借料及び料金 90 173 膿「獅 4β95 773 3，690 6魂8

建物癒地改薦難病 28 25魂， 7黛 385 王，508 iほ34 王，099 1，058

農　機　具　費　　　　　76 755 76 1，10喚 4隊53 3，364 1，三59 3，039

うち大農具費　　　　　75 736 76 1，0go 護，07魂 3，280 1，匪54 3，G（＞0

労　　　　　　働　　　　　　蟹塁　　　　　　　　　　　20　　　　　　193 28 232 三，105 863 4三5 6暇

う　ち　察　族 18　　　179 16 219 987 800 239 604

10a当たり収鍛　（晦〉 5，嘱0　　　446 1，51嬢 275 5，440 超6 匪，514 275

労　　　働 0．05　　0．4？ 0．0菖 o．58 2．5 2．1 α7 1．6投（

ｺ時
條ﾔ
]）

5ち家族 　…O．05 α騒 α0嘆 0．55 2．5 2．0 0．6 玉．5

トラクター稼動 0．03 0．24 0．01 0．3丞 1，護 1．1 0．2　　　0．9

畑　　専 一 　 ｝ 一 ｝ ｝ ｝ ｝
経　営

経別
c濃
`家
ﾔ数
測司・畑育・畑鶏 7 8 1 8 7 8 1 8

営

概

況

騨）　酪　　恵 玉2 13 6 14

経営轡i二重也　獅讃　（諺α）　　　　39、7　　　　32．2　　　　60．喚　　　　36．8

調査作物作付顧積儒α）　　11．1 9、1　　　　15．5　　　　11，6

調査働作付比率　（％）　　　　28，0　　　　28，3　　　　25．7　　　　31，5

12 13

39，7　　　　32．2

11．1 9．1

28．0　　　　28．3

注）牧草はいずれもは種後2年昌以降のものについての集計である。
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部分の比重が高いとみなされる）、大型化の進展した現段階の費用構造の特色が顕

著に読みとれる。

　3）生産費格差に関する事例的考察

　厳密な意味で生産費を表わすのは主産物単位当たり生産費であるが、各飼料生産

部門の生産費をみれぽ経営聞には著しい懸隔がある。とくに際立っているのが牧草

王番草・サイレージで、最低が174円、最高が1，456円のように約8倍もの開きが

あり、牧草2番草・乾草でも最低1ほ94円、最高5，174円と約5倍の醐きが認めら

れる。そこで、牧草1番草・乾草を代表作物にしながら個別事例の比較対照を通じ

て経営間にかかる生産費格差が生じる三園を考察してみたいQ

　前述のごとく、純収益の最大化を昌標とする農業経営にとって収量と生産費は極

めて重要な意義をもつ。これは可及的に安いコストで良質かつ大量の飼料生産を目

標にする酪農経営にとっても全く同様である。

　第1図は、両者の関係をそれぞれ10a当たり収量と100晦当たり第一次生産費を

指標にして示したものであるが、図より収量と生産費の間には生産費の低い経営は

総じて収量が高く、逆に生産費の高い経営は収量が低いという逆相関の関係が認め

られる。この関係は、第4表に示すように牧草2番草・乾草でも同様に確認され（

デソトコーソや牧草1番草・サイレージでは統計的には必ずしも有意ではないが、

全体的にはほぼ同様な傾向を示す）、生産費に対して収量が非常に重要な影響を及

ぼしている状況が明らかになる。

　ところで、図から極めて興味深いいくつかの現象が認められる。たとえぽ、28番

農家と33番農家では、作付面積や作付比率がほぼ周…で、かつ経営形態が同じであ

りながら生産費や収量水準が大きく相違している。また21番と38番農家では収量水

準が同一でありながら生産費の水準が異なっており、23番と36番農家の間には生産

費が等しくても収量水準は著しく根違するなどの結果が表われている。

　これらの他にもさらに比較対照すればいくつも興味ある関係が明らかになるが、

ここでは上記の事項のうち28番と33番農家の問に存在する「作付規模や作付比率、

経営形態が同じでありながら収量や生産費が相違するのは何故か」という問題に着

目して考察する。なお、両老は土壌や気象などの立地条件がほとんど同一とみなさ

れる経営である。

　第5表によってそれぞれ28番農家と33番農家の牧草1番草・乾草の生産費の内容

を比較すれぽ、両者間の生産費格差に主要な影響を及ぼしているのは生産費項霞の
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第4表　　10a当たり収量と主産物単位：当たり第一次生産費

800

作　物　名
牧　　　草

P番草（乾草）

　牧　　　草
P番草（サイレージ）

牧　　　草

Q番草（乾草）

ゲントコーン

iサイレージ）

単純椙関係数 一〇．493巌 一Q．338 一〇．721藁礫 一一 Z．302

注）※有意水準5％、※※有意水準1％
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第5表 生産費の内容

i　　　　　　　　　　　　　　　　　　i 主要な費用項　毯　　　　（円、％） 100鞭当たり投下時間鋳階

農　家

ﾔ　暑

作　付

L　積
i％）

　　1

艨@率
i％） （％）

作付

J一悪藏　　比　率1形態　収量　　　　　　　｝細1

生塵費

�j

王ooK夢

魔ｽり
?用合
v（円）

　　i
ｩ　給

?料費

購入

?料費

光　熱

ｮ力費
及　び

ｿ金

土地改1
ﾇ設｛翻

賃翻聯型紙i　i　　　　　　　傍繊iうち　　　　　胆魂

，　家族

　　1
J働iうち　　r　　　家族

トラク

^　　一

ﾒ　動

28 9．7 41．8 61．2

@　…

酪専 ~雪…・酬…）
i4，玉641　2

1，251

i30．0）
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i6．4）
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33いαOi 38．5
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第6表 牧草1番草（乾草）をめぐる栽培条件
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注　1）作付方式の採稽度は、現行作付方式を実際に採用している爾場薦積を総経営耕地禰積で除した比率○

　　　作付方式の擁用の確認は、／襯畠図により整理した作付醐の過去3ケ年の作付脚事が、採絹している方式に適合するかどうかで行なった。

　　2）北海道立中央農試『地力保全基本調査成績窪』揚69年による。



うちの大農其費と購入肥料費、建物・土地改良設備費であることがわかる。

　そこで、生産費の内容にこうした格差が発生する面高を第6表を幣いて検討して

みたい。表は牧草1番草・乾草をめぐる生産条件を整理したものであるが、ここか

ら各生産費項欝と全体の生産費の水準に対して規定的に作用する要國として、地力

の維持・培養、土壌改良、土地改良及び作付体系などと関わる土地利用の差、大型

機械の所有や利用に対する経営対応の差、従来の経営展開のあり方及び経営形態の

差などが明らかにな：る。

　最初に、生産費項澤のなかで両者の格差が最も大きい大農具費について検討すれ

ぽ、次のような特微が鮮明になるQ両老の大農具費の差は主に減価償却費の差に起

因しているが、この点に関する33番農家の経営対応をみれば、当該農家では導入し

た大型機械の耐用年数を可久的に長くするように丁寧に利用しており、さらに余計

な機械を購入しない（刈取用作業機は1機種のみ）、トラックは中古利用するなど

の方法で極力、費罵節減をはかろうとする配慮がみられる。他方、28番農家ではト

ラクター摺大型作業機の約半分を山岡利用して経費節減の努力を行なっているが、

それが必ずしも有効な結果をもたらしていないQまた、修理費にも若干の差異があ

るが、これは主要には共同利胴の影響を受けて28番農家にやや多くなっているもの

と理解される。

　次に．購入肥料費について関連が深いと考えられる作付体系や地力維持方式、土

民改良，土地改良などの土地利朋とかかわる諸側面から検討すれば、次のごとき特

徴が明らかになる。二つの経営は醸それぞれ年限が7～9年、沁年の作付方式を採

遠しデソトコーンを組み合わせた草地更新を行なっており葱双方とも総じて作付方

式の採樽状況は安定的であるといえる。しかしながら悔作付体系は類似的であって

もその他の側面では多少の差異が認められる。たとえぽ、33番農家は畜舎部門から

生産された堆肥と尿を有効に活用して牧草とゲントコーンの全面積に還元しており、

あわせて牧草地には毎年、苦土石灰や溶リンの土壌改良材を投入したり、一部の圃

場に客土を施すなど、飼料作物の生産性を高めるための地力培養や土壌改良、土地

改良に大き’な配慮が払われている。これに対し28番農家は、33番農家に比してそれ

らの側面で対応に立ち遅れがみられる○このような両経営の地力維持や土壌改良及

び土地改良に対する取り組みの差異が購入肥料費や施肥効率の差につながり、ひい

てはそれが素謡の問に顕著な収量差をもたらして生産費の絶対的水準を規定してい

るものと把えられる。

　建物・土地改良設備費については、表示は省略するが、両経営問の差は大部分、
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乾草収納に利用される牛舎の減価償却費の差に起因している。二つの経営は、いず

れも昭和40年代の後半から50年代の初期にかけて混同形態から酪農専業形態に転換

しているが、経営転換の時期は33番農家が昭和雪年で28番農家の52年に比してやや

早く、牛舎や付属施設に対する投資時期にもそれだけのズレがみられる。折しも当

該期間は石油危機に端を発して生産資材が急騰する時期であり、多額の資金投下を

伴った酪農専業への経営転換の時期的な差異が生産費に対して規定的に作用してい

る状況が明らかになる。

　28番と33番農家の事：例比較によって明らかになる特徴は以上のようであるが、さ

らに21番農家と38番農家の問に認められる「収量水準が同じでも生産費が異なる」

関係に注目して岡逆な方法で要物分析を行なえば、次のような特微が指摘される。

両者間の生産費格差は主に大農具費と購入肥料費、労働費によってもたらされてい

るが、大農具費と労働費の差は38番農家が牧草刈取りや尿散布作業を農業機械セン

ターに、そして乾草の運搬作業を運送業者に依託していることに大部分、起因して

いる。また、両者の機械所有形態が相違しており、大半の機械を共岡所有している

21番農家では修理費が高額にのぼり、それが大農具費の差を一層大きくする理由に

なっている。購入肥料費の差は、摺互の経営間の作付体系や地力維持方式の違いに

よってもたらされるところが大である。

　以上の他に、23番農家と36番農家の間に存在する「生産費が岡じでも収量が異な

る」関係、等々に関する要因分祈を加えて個々の経営間に存在する生産費格差の要

因を総合的に検討すれば、大略、次の三つの要因を指摘できる。

　（1）地力の維持・培養、土壌改良、土地改良及び作付体系などと関わる土地利用の

差

　（2）大型機械の所有や利用に対する経営対応の差一所有・利用形態と耐用年数及び

修理費、農業機械センターの利用状況、機械導入に対する考え方と方法など

　（3）従来の経営展開のあり方及び経営形態の差一建物、施設、機械等の大型固定資

本に対する資金投下の時期やその額と関連する酪農専業への移行時期、飼料生産部

門の経営的位置づけなど

　さて、これまでは経営問に存在する生産費格差の要因分析を個別事例の比較検討

を通じて行なってきたが、次にはこれを全農家を含めた全体的な分析によってさら

に深めてみたい。考察に際しては、上記の分析で明らかにされた経営聞の生産費格

差の主要因たる三つの要圏のうちとくに（1）作付体系及び土地利用のあり方と生産費

の関連を中心に検討し、（2）と③についてはその過程で補足的に触れることにする。
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　4）作付規模と生産費

　生産費に対して収量が非常に重要な影響を及ぼしていることは既に述べたところ

であるが、その他に生産費に対して主要な影響を与えていると考えられるいくつか

の項目について検討してみよう。検討する項醸は、経営形態、機械の所有・利用状

況、購入肥料の利用状況、作付規模の四つである。

　（1）経営形態と主産物単位当たり第一次生産費　　第1図にあっては何らかの傾向

がうかがえそうであるが、経営形態間の主産物単位当たり第一次生産費の差に関し

てF分布検定を行なえば、経営形態と生産費の間には有意な関係は認められない。

この関係は牧草1番草・乾草以外の飼料生産部門でも同様である。

　（2）10a当たり大農具費と主産物単位当たり第一次生産費　　機械の所有・利用状

況を端的に表わす指標に10a当たり大農具費を指定して両者の関係をみれぽ、ゲン

トコーン（サイレージ）を除く牧草の3部門で正の相関が認められる。

　（3）殉a当たり購入肥料費と主産物単位当たり第一次生産費　　購入肥料の利用状

況を具体的に示す指標に10a当たり購入肥料費を取り上げて両者の関係を検討すれ

ぽ、牧草1番草・乾草と牧草2番草・乾草では有意な関係は認められぬが、牧草1

番草・サイレージとデソトコーソ（サイレージ）ではいずれも正の相関が認められ

る。

　（4）作付規模と主産物単位当たり第一次生産費　　第1図に示すように、生産費が

低くて収量の高い図の1部分に分布する経営群には総じて作付規模が王0～15舷水準

で作付比率（経営耕地に対する牧草地面積計の比率）が60％程度の経営が多い。こ

の傾向は、牧草2番草・乾草とゲントコーン（サイレージ）でも等しく確認される。

　このように生産費に影響を及ぼす要脚には、収量水準の他に機械の所有・利期状

況や購入肥料の利用状況、作付規模などいくつかの条件が考えられるが、このうち

最も基本的な要因と把えられる収量に着全して、次に、収量水準との結びつきが深

い酪農経営の土地利用の諸側面について考察する。

　収鍛水準を規定する要因はいくつか考えられるが、ここではそれらのうちとくに

重要とみなされる（1）土壌条件、②生産に要する投下資本の規模を表わす10a当たり

第一次生産費、（3）玲a当たり購入肥料費、（4）経営形態、（5）作付規模との関連を考察

する。

　統計分布を交えながら検討すれぽ、（1）土壌条件と10a当たり収量、（5）経営形態と

10a当たり収量においては、牧草玉番草・乾草を始めとしていずれの飼料生産部門

でも有意な関係は認められない。
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　（2）10a当たり第一次生産費と10a当たり収量　　牧草の3部門については何ら関

係は認められぬがデソトコーン（サイレージ）では正の相関（危険率5％で有意）

がみられる。

　（3）10a当たり購入肥料費と沁a当たり収量　　牧草2番草・乾草以外では顕著な

関係は認められぬが、牧草2番草・乾草においては高い正の根関（危険率三％で有

意）がみられ施肥効率の高さがうかがわれる。

　（5）作付規模と更Oa当たり収量　　懸つのいずれの飼料生産部門でも作付規模と収

量との閤には単純相関は認められぬが、第2騒によってさらに詳細に検討すれば、

第2図　　作付規模と1Ga当たり叡蟻：

　　　　　　　　　　　　　　〔牧草1番草・乾田〕
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両者の聞には重要な連関のあることがわかる。10a当たり収量の高い経営（たとえ

ぽ33番、36番農家）は、作付規模が10痂強で作付比率が60％強の水準にあるもので、

この傾向は若干の幅を含みつつ牧草2番草・乾草では一層、明確に現象している。

　こうした分析から収量水準を左右する主要な条件の一つとして作付規模に焦点が

絞られる。そして、以上のような実態をふまえて改めて主産物単位当たり生産費と

作付規模との連関を考察すれば、いずれの飼料生産部門においても第3図に示すよ

うに一定面積以上の作付規模を有する経営に生産費の低い経営が圧倒的に多くなつ

第3図　　作付規模と主産物単位当たり第一次生産費
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ており、収量や生産費に対して作付規模が極めて密接な連係をもつことが明らかに

なる。

　すなわち、叡量水準が高く主産物単位当たり生産費が低くてより効率的な飼料生

産を実現しているのは、一定の作付規模を適度な作付比率で飼料生産部門（主に牧

草とデソトコーソ）相互間に位置づけている経営であること（たとえぽ33番、36番、

38番農家）、そして、作付規模が大きく作付比率の著しく高い単作的な土地利用を

行なう経営では、規模の経済性を発揮して生産費は低水準を確保しても収量は必ず

しも高くないこと（26番、37番農家），また．作付規摸、作付比率ともに小さな：経

営では収量が低く生産費の高いものが多いこと（／7番．19番，20番農家）、といっ

た実態が明確になる。

　作付規模と生産費に関する以上の分析から，酪農経営の土地利用における個別の

飼料生産部門の規模や或いはその部門と他の飼料生産部門との結合状況によリコス

ト自体はもちろん、絶対的なコスト水準を左右する収量水準をも規定されるという

点が明瞭になる。これは経営組織と生産費の関連の重要性を具体的に示唆するもの

であるが、ここでいう経鴬組織とは作物と土地との結合状況において把えた作付体

第透図　　牧草は種後経過年数と鐙a当たり収量
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系に他ならない。

　なお、この作付体系と生産費との関係をさらに鮮明にするために草地更新と10a

当たり収量との関連について分析結果を要約しておく。第4図は、全調査農家40

戸のうち牧草の作付を行なう25戸の牧草作付圃をは心後経過年数別に集計した結果

である。これによれば牧草の10a当たり収量は、は種後4年鷺頃までは逓増して4

～5年で最高水準に達し、その後は年々、逓減する。経年化が進んでも比較的、減

叡傾向が低い段階にとどまっているのは、肥培管理面で化学肥料の多投などの方法

で…淀の対策が講じられているためと理解される。また、ゲント薫一ソに関して牧

草と同様に連作年限と紛a当たり収量との関係を検討すれば、収量の最も高いのが

2年鷺で（6，1931》）、3年以上の連作になると収燈はかなり低下する（5，42遮Kの○

　このように牧草のは種後経過年数やデソト隷一ソの連作年限と田a当たり収量と

の問には緊密な連関があり．こうした特微は酪農経鴬の土地利用に対する作付体系

の重要性を端的に指摘している。かかる点に立脚して、前述した牧草1番藁・乾藍鐸

で高い生産効率を恕しているのが作付規模10伽強、作付比率60％強の水準4）経営で

あることの意味を改めて検討すれぽ、牧草やゲント；窪一ソの収量の最大化を実現し

うる作付体系の採用条件（とくに経営耕地規模）とそれらの数値とが極めて近似し

ている昆がわか魂

　また、前述したように機械の所有・利用状況が生産費に及ぼす影響も大であるが、

ここで補足的に作付規摸と機械の所有・利用状況との関連について触れておくQ何

故なら作付面積は機械利息の場面では稼動面積を意味し、大農具費は機械の稼動瀟

積ないし稼動時闘と最も深い結びつぎをもっからである。

　第5図は、作付規模と10a当たりの大農呉費の関係を示したものであるが、一般

に作付規模が大きくなれば規模の経済性が作用して熱心は減少するとされているが、

図からもほぼ周様な傾向が読みとられ、機械め所有形態が同一である「個人ないし

個人・一部共同」の経営では、その特徴が一層、鮮明に表われている。実際には、

作付規模10海の水準までは10a当たり大農具費は減少傾向を示すが、10勉以上の規

模ではほぼ一定水準で横ばいの状態にある。また、作付規模が小さくても大農具費

が低廉な経営（たとえぽ17番、19番、32番農家など）は．いずれも共同所有、腹懸

利用の比重を高めたり，機械センターへの作業依託を行なったり或いは中古機械を

利用するなどの方法で費絹節減に力を注いでいる経営である。いずれにしろ、この

ように生産費中に高い割合を占める大農具費が作付規模と密接な結びつきをもっと

ころから、一定の作付規模を有する経営に生産費の低いものが多いことの理由の一

　　　　　　　　　　　　　　　　一83一



10

9

第5図　　作付規模と10a当たり大農具費
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端が明らかになる。かかる結：果は、牧草1番草・乾草以外の飼料生産部門において

も全く同様に確認される。

　作付規模と生産費に関する以上の考察をふまえれば、個別の飼料生産部門に限定

して論じてきたこれまでの分析は、さらに作付体系と生産費の側面に焦点を据えて

深められねばならないQ

5）作付体系と生産費

酪農経営の経営組織は、大きくは飼料生産部門と乳牛飼養管理部門の二つから構
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第7表 糧飼料生産と酪農経営

農家番暑 混

項　　霞 18

主た産
産り費
物繁（
単一指
位～欠数

当生）

10収

禅
輪
轡

デソトコーソ（サイレージ）

1番草（乾　　草）

牧草　　1番革‘サイレージ）

2番草（乾　　草）

デソトコーソ（サイレージ）

1番草（乾　　草）

牧草　　1番草（一時珂レuジ〉

2番輩（乾　　箪）

経　営　耕　地　漁　積観の

デソトコーソ

牧　　　　　華

作付構成（％）

その他飼料作物

一般畑作物
年　　　　　限（年）

作　　　　採　　用　　度（％）

麩は醗平聡過年㈹付　方　式

ζ総務ソ謹ミ（％）

土壌改良資材の投入

採用の安門門

乳飼数 成牛換算総頭数
翠魏1

うち搾乳隼

83

？5

167

101

112

78

成牛1頭当たり飼料川瀬積儀の

22．9

13，蓋

32．8

闇闇1頭当たりτDN生産轍轡）

搾乳隼王頭当たり年闇闇乳量晦》

饗業灘収益σヲ円）

54．1

驚型
笈し

3、7

0

×

低

19

14

0，55

2，965

5，000

経

経

済

王，698

うち乳代（万円）　648

農業所得（万円）
所　　得　　率　　（％）

乳　　飼　　比　　％）

負債総額（万円）

923

54，4

22．0

420

19

127

137

159

74

80

57

26．7

5．6

20．6

73．8

定型

なし

3．魂

×

低

0

王4

12

0．50

1，699

3，500

1，535

317

815

53．1

22．4

942

22

156

116

74

76

85

20．9

12．0

53．王

34，9

7～三〇

31．6

5．7

×

0

隅棚

　25

20

0．54

L568

5，100

1，433

706

645

45．0

27．2

230

袖 下

26

78

65

106

123

2◎．3

100

27

王25

75

62

88

104

130

7～9

65．0

6．5

0

32

23

22．5

28．9

62，2

8．9

8～9

20．4

s．1

9．0

×

廷0

32

0．63　　0．51

27682649

6，174

1，464

玉β87

325

22，2

49．4

1，919

5，000

1，669

i，221

740

44．4

28、7

1，300

29　｝31

141

玉62

147

88

89

73

24．Q

40，8

59．2

定型
なし

6．7

77．7

○

抵

51

43

0．47

2，396

5，000

2，389

1，955

1，032

43．2

20．8

660

123

167

82

32

93

8荏

154　　65

87

90

111

98

24．9

32．5

67．5

9

46．6

5．3

73．3

×

篇

33

30

0．75

4，067

5，600

i，163

1，032

295

25．4

18．8

147

112

136

25，G

36．0

56．0

8．0

定型
．浸し

2．7

62，7

△

中

41

30

0．56

3，57G

5，000

1β99

1，359

302

i5．9

58．8

2，1002，600

33

59

203

69

UO
175

178

王16

26．Q

34．6

65．4

4，7

10

61，5

4．？

83．3

0
高

54

39

0，48

3β57

6，000

2，723

2，121

1，361

50．0

21，8

5，594

36

69

82

67

108

161

167

34．9

35．8

63，3

o，9

8～9

42，4

5．9

27．0

○

高

52

38

0．67

4β80

6，737

2，374

2，320

957

40．3

23．7

38　　40

59　106

54

27　150

52　17正

129　　92

118

264　　66

エ12　　86

48．3　134．3

盈2．0　39．8

58．0　　60．3

定型
なし

4．9

52．1

9～12

47．3

6．6

翌一
88．6

△　　　×

中　　低

64　218

6，638　3，028

6，000　5，500

4，10410ρ66．

3，029　8，400

1，670　3，682

40、？　　33．6

33．7　25，5

4，4002，90017ρ00

注　1）農家は、乳牛飼養を行なう23矩の中から作付体系によって抽出した代表旧例である。

　　2）作付方式採用の安定度は、ダ附方式の定型の窟無とその採嗣度を墓本にしながら牧草のは種後平均経過

　　　年数とデソトコーソの連作比率をあわせて総合的に評儀した：。

　　3）成牛1頭当たり7DN生産量は、農林雀農林水慶技術会議褻務局『欝本標準飼料成分表（1975年版）』

　　　によって試算したものであるQ
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成されるが、作目と土地との結合状況を示す作付体系は土地利用部門つまり飼料生

産部門を包括的に把握する総合指標であるといえる。第7表は、その作付体系の態

様によって抽出した代表事例農家について作付体系と生産費の関係を整理したもの

であるが、ここから両者の問には密接不可分の連関のあることが明らかになる。

　牧草とゲントコーンの飼料作物を主体にしてそれぞれを一定の作付規模のもとに

均衡的に作付けして比較的、安定した作付方式を採用している経営（たとえぽ33番、

36番、38番）では、土壌改良や土地改良の取り組みを伴って的確な草地更新やデソ

トコーンの作付交替が実施されており．総じていずれの飼料生産部門でも収量が高

く生産費の低いものが多くなっている。反対に，作付方式の採溺状況が不安定ない

し未確立で的確な草地更新やデソト諏一ンの作付交替が行なわれていない経営（22

番．29番、40番）では、収量水準が低く生産費の高いものが多くなっている。

　この要隣には、直作撮に一定の作付規模を確保して絹対的均衡をとって作付けを

行ないより安定的な作付方式を採耳れ、ている経鴬でぱ、各々の作澤間の補完・補合

関係を有効に発揮させて効率の高い飼料生産を行なっているのに対し、後看の作付

方式の採屠が不安定ないし未確立の経営では、作琶1間の根互関係が相対的に劣弱で

あるために飼料生産が低い水準にとどまっているということを理由に指摘でぎる。

また同時に、両経営群の間に存在するかかる作付体系の差異は．安定的な作付体系

の確立を容易にしかつその十全な機能を発揮させるための土壌改良や土地改良に対

する経営対応の差に裏付けられている点は見逃せない。

　さらに、かかる作付体系と生産費の関係に象徴される酪農経営の土地利用部門の

性格は、一方の乳牛飼養管理部門の側面に如実に反映されており、それが結果的に

経営総体としての経営経済の側面に重要な影響を及ぼしているQたとえば，相対的

に効率の高い飼料生産を行なっている経営では．成牛1頭当たりの組飼料を充分に

自給調達してそれを高い乳量水準に結びつけ経営経済の側面に大きな成果を実現し

ている傾向が強いのに対し、飼料生産において劣位な状況にある経営では、成牛1

頭当たりの飼料生産量が充分ではなく、そのために搾乳牛1頭当たり乳量が低水準

にとどまり経営経済も低い水準に停滞しているものが多い。

　そして、経営経済の側面に結果したこれらの経営聞格差は、ひいては経営の再生

産構造に作用して個別の経営展開のあり方を規定してゆくものと把えられる。実際

に、33番、36番農家などは比較的早期から作付体系の安定化をはかり相対的に強固

な飼料基盤を確立して、それを高乳量に結びつけて高い生産力段階に到達している

代表事例である。すなわち、第7表にみられる性格の異なった作付体系は、酪農経
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営の展開過程に現われる発展段階を異にした経営の姿を具現したものと把えられる。

　先に、従来の経営展開のあり方の違いによって生産費に差が現われることを指摘

したが、経営間の経営展開の差は労働手段を中心とする生産乎段に対する資金投下

のあり方と関わって直接的なコスト自体を規定するばかりでなく、酪農経営の基盤

をなす土地利点部門の性格やひいては畜舎管理部門の性格と深く関わって絶対的な

コスト水準を規定しているのである。生産費は確かに特定滅期の経営実態を表現す

るものではあるが、そこには個別の経営展開の実格が凝縮されている点を銘記する

必要がある。

　また、上記のごとき作付体系と生産費との緊密な関係は、実際に現実の生産活動

に従事する多くの酪農家が経験を通じて既に強く認識しているところである。調査

農家において生産費低減のために「配慮する点」として指摘されている事項には作

付体系に関するものが比較的多く、土壌改良や地力培養をはかりつつ的確な草地更

新や作付交替を行なって自給飼料生産の強化をはかることの重要姓を指摘する農家

が多数を占める。

屡．　まとめ

　これまで酪農経営の根幹をなす土地利用部門（飼料生産部門）に着懸して生産費

分析を中心にしながら実態分析を進めてきた。以上の考察をふまえれば、今口の酪

農経営の土地利規構造の実態とそこに内包される経営問題克服のための基礎となる

土地虚誕の基本原詩llについて次のように要約することができる。

　第一に悔近年の多頭化・規模拡大の展開によって酪農経営の大型化・専門化が顕

著に進んでいるが．先進的な機械化・化学化技術の普及によって生産費項醸では購

入肥料費と大農具費が高い割合を占めるに至り、かかる点に現段階の酪農経営の飼

料生産をめぐる技術構造の特色が鮮明に表われている。そして、こうした技術構造

の変貌は、飼料生産の省力化を大幅に健進ずると同時にゲントコーンの顕著な増収

をもたらすなど生産力発展に大きく寄与している。しかしながら、反面では多頭化

・規模拡大を基調とする従来の経営農開の過程でその矛盾が徐々に顕在化し、現在

では君過できない経営問題にまで発展してきている点が少なくない。それらのうち

主要な問題点を指摘すれば次の五つに要約される。

　（1）中札内村を含めて十勝…地域では、昭和40年代後半からの地価急騰と離農の減少

によって土地市場は次第に狭小となり、最近では酪農経営の土地拡大条件は一層厳

しくなってきている。けれども、昭和40年代後半から現在に至るまでの期間は多頭
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化と経営専門化の動きが急速に進展した時期であり、現在は飼料基盤に対してほぼ

限界に近い水準にまで多頭化が進められている。そのため飼料生産基盤の極端に逼

迫した経営では購入飼料への依存度を高めたり、或いは放牧地を少なくしたり年間

舎飼方式に転換するなどの対応がとられている。また，縛様な理由で草地更薪を行

なうだけの土地面積の余裕がないために経年化の進んだ老朽化草地が三三高い比率

を占める経営が多くなっており，デソト蒙一ソでも連作年限が長期に及ぶものが増

加している。

　（2）土地市場が狭小となり土地拡大が次第に困難になるにつれて取得する圃場は飛

び地化してきており，そのために飼料畑は利回規制をこうむり畜舎施設に近い圃場

は放牧地に固定されたり、飛び地となる遠隔上場はもっぱら採草二期地として利用

される傾向が強まっている。また、飛び地の増加とあわせて最：近は借地面積が増加

しているが、借地の場合には耕作条件が不安定になりやすいため華地の経年化が進

んだり肥培管理が粗放になるなどの弊害を生じやすい。

　（3）また．多頭化段階での飼料生産基盤の逼迫化に対応して牧箪では利驚強度が高

まっており、収穫園数の増加とあわせて単位面積当たりの生産鍛を増加させるため

に化学肥料の多投化傾向が強まっている。この多肥化傾向はデソトコーソにおいて

も全く同様に現われている。そしてこの結果、組飼料の編質が基本的な原困である

と考えられる乳牛の疾病がかなり高い割合で発生している。

　㈲最近では大型機械・施設の装備が著しく進展し単位面積当たり及び乳牛1頭当

たり労働時間は大幅に減少してぎているが、これを上回るかたちで多頭化が進んで

いるところがら、経営全体で把えた家族労働力1入当たり年間労働時間は決して短

縮されてはいない。そのため、飼料生産部門と畜舎管理部門との問に厳しい労働力

競合が生じて作業の遂行に支障をきたしたり労働過重をきたしたりする経営が少な

くないQ

　（5）飼料生産をめぐる以上のごとき経済的，技術的な問題状況の反映は、昭和48年

のオイルショック以降の自給飼料の生産コストの急激な上昇として現われている。

最：近の自給飼料の生産コストの上昇をもたらしている基本的三園は、経営内的には

機械化や多肥化と結びついた大農具費や購入肥料費の増加を充分に補填するだけの

単位面積当たり収量の増加が実現されていない点にある。この回向はとくに牧草に

ついて顕著に現われており、牧草のma当たり収量は最近10年間ほとんど停滞した

状況にある。

　現段階の中札内村の酪農経営が上記のごとき諸矛盾に逢着していることは、この
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間極めて激しい構造変化をとげてきた畑作酪農が未だ安定した体系性を確立しえて

いないことの証左でもある。しかし、かかる問題点のいくつかに対して岡村では既

に積極的な施策が講じられてきている。たとえぽ、地域生産システム化の一貫とし

て農業機械センターを設立して個別経営の飼料生産の一部を分担したり、村営・農

協営牧場の開設や酪農ヘルパー制度の導入によって乳牛の育成過程及び飼養管理労

働の軽減をはかるなどの方法により飼料生産や飼育過程の地域内分業体制確立の方

向が模索されている。こうした方向追求を含めて、今後荒削りな畑作酪農の姿をい

かに再編してゆくかが焦眉の課題となっている。

　第二に、各飼料生産部門に存在する個別経営間の生産費格差の主要な要困には次

の三つを指摘できる。（1）地力の維持・培養、土壌改良、±地改良及び作付体系など

と関わる土地利絹の差、②大型機械の所有や利用に対する経営対応の差、（3）従来の

経営展開のあり方及び経営形態の差。

　第三に、酪農経営の土地利用の組織的紐帯の役割を果たし、飼料生産のロスト水

準を規定する最も重要な要因をなすのは上記の要因のなかでもとくに作付体系であ

る。つまり作付体系の基本指標たる作付方式の態様によって酪農経営の土地利用を

めぐる個々の飼料生産部門や経営要素の有機的結合（補完・補合関係）のあり方、

経営要素の生産的機能の発揮いかんが規定され、それがひいては購入肥料費や大農

具費などの生産コスト自体の内容とさらにコストの絶対的水準を左右する収量を規

定する。酪農経営の土地利用の農標は可久的に低コストで良質かつ大量の飼料生産

を行なうことにあるが、それを可能にする組織体を形成するためには費用原則に従

って緬甥的生産コストをできるだけ低減する方向で経営組織化が追求されねばなら

ない。作付方式は、その意味で酪農経営の経営組織化の原期に適合すると同時に、

土地利用部門の最：大冒標の実現を可能にする組織体として位置づけられる。それ故、

作付体系、狭義には作付方式は経営の集約化段階を表回する経営部門や経営要素の

組織的紐帯であるといえる。

　第四に、作付体系と生産費の関係に象徴される酪農経営の土地利用部門の性格は、

一方の飼養管理部門の側面に如実に反映され、それが結果的に経営総体としての経

営経済の側面に重要な影響を及ぼして、この経営経済の結果がさらに経営の再生産

構造に作用して酪農経営の経営展開のあり方を規定する。そして、経営展開の実相

は再び土地や生産手段に対する資金投下のあり方と関わって直接的なコスト水準を

規定すると同時に、土地利用部門の性格やひいては畜舎管理部門の性格と関わって

絶対的なコスト水準を規定することになる。
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　有畜経営の集約化と生産力の拡大は「家畜を中心として編成される一連の生産手

段の離伽を鮒にして鱗の高齢産と高郷轍。よって勧とされる譜以

上の考察をふまえれば酪農経営の発展のためには土地に対する土地改良や土壌改良

などを始めとして生産手段の高度化をはかり、安定的な作付体系を確立して地力の

維持・培養を促進し、飼料生産の安定強化を実現することが最も基本的な：対応であ

るといえる。しかしながら、上述のごとく今購の多頭化段階における畑作酪農の土

地利用構造は未だ充分な体系性を備えたものではなく．比較的有利な経営条件を有

するとみなされる経営階層でも飼料生産の不安定な経営が広汎に存在しており、そ

の実現は決して容易ではない。その障碍となる経営条件には、土地条件（規模・圃

場条件の劣弱性）や労働力条件（家族労働力の固定財的奪格）、負債条件（大型機

械・建物施設を中心とする生産手段への大規模な資金投下とそれに伴う経営圧追）

等々の諸側面に現われた経営構造の脆弱性、或いは今購の生産過剰基調下における

牛乳の生産・韻荷調整、乳価の低迷、生産資材の高騰による経営経済の悪化など種

々の基本的問題が含まれている。充実した土地利用構造の確立を阻害するこれらの

諸条件を今後どのように改善してゆくかが酪農経営の安定化のための最大の課題で

ある。

　注

（1）　この点で、たとえぽ堀毘房造「酪農における漁給飼料の経済性／『畜産の研究

　』第29巻・第4号・三975年所収、R3を参照のこと。

②　酪農経営の地帯区分を行なう場合、北海道では十勝や網走、道南地域を中心に

　形成されている畑作酪農地帯と根室や釧路、天北地域に代表される草地型醗農地

　帯が主要部分をなしている。そこで、草地型酪農との対比によって畑作酪農の特

　徴を整理すれぽ次のような点が指摘されよう。（D寒冷な気象条件とはいえ草地型

　酪農地帯に比して比較的、気象条件に恵まれており、農業立地としては優れた条

　件を有している。そのため飼料作物と一般畑作物との作物立地上の競合関係が強

　く、農家数も多くて1戸当たりの経営土地面積は総じて草地型酪農地帯に比較し

　て小さい。①一一般畑作を前史にする点では畑作酪農も草地型酪農も岡様であるが．

　畑作酪農地帯では飼料作物と一般畑作物とはかなり強い競合関係にあるため、酪

　農と畑作とが地域内、経営内に混在するかたちをとりやすい。㈹草地型酪農では
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　飼料生産はもっぱら相対的な適地性に優れた牧草生産に集中しているため飼料構

　造が単純であるのに対し、畑作酪農の場合には飼料作物の生産条件に比較的患ま

　れているところがら一般に飼料構造は複雑となる。

（3）本来、自給物は費用価原則に従って評価されるべきであるが、自給物が副産物

　である場合には形式的には市価評価に従わざるをえない。近藤康男は、輪作が行

　な：われている場合に輪作の一系列を単位とした評価方法を提起している（近藤『

　農産物生産費の研究』（近藤i康男著作四二2巻所収）197姦年、第5章第2節）

　が、この方法によれぽ確かに作物残渣の煩雑な評価は回避できる。しかし、実際

　にはいずれの経営でも輪作は必ずしも完全に行なわれているわけではなく、この

　方法の現実への適用は囲難が多い。

（4）力朔信文『農二二刎撞門門』、韮979年峨106より引回。

㈲　実態調査によれば、実際の農機具の耐用年数は『農畜産二二圃定資産評価標準

　』に比して全般的にいずれの機種とも長くなっている。なお、基準となる耐用年

　数は、本来、耐摺年数篇三三時間÷年間使用時間の算式で求められるべきである

　が、しかしながら『評価標準』はかかる手続きを経て決定されたものではなく、

　税剃的性格が極めて強い。農業機械学の…部では、耐用年数という考え方よりむ

　しろその基礎となる耐熔時間を第…義的に把える方法がとられているが、三三の

　経営条件との関連を取り扱う農業経営研究では、こうした考え方を積極的に摂取

　してゆく必要があろう。この点でたとえば、田本建設機械化協会編r建設機械の

　損料と経費』1970年、醐二野昆・高井宗宏『大型機械の修理に関する調査報告

　書』北海道農業開発機械化研究会・1975年などを参照のことQ

⑥　とくに「地代の原価性と評価の問題」については、戦前からいわゆる米生産費

　論として多くの議論がある。これらの点に関しては、加用・前掲書・第7章、大

　槻正男r農業生産費論考』（昭和前期農政経済名著集16巻所収）1979年・第2

　章第5節などを参照されたい。

⑦　最近の多頭化に対応して中札内村に限らず北海道では全体的にデソトコーソの

　作付面積が増加してきているが、この要困には次の諸点を撫摘できる。G）多頭化

　クこ伴う飼料生産基盤の逼迫や購入飼料価格の高騰などの経営条件の変化、㈹安定

　多収を可能にする早生系品種の育成と栽培技術の向上、㈹単位面積当たりの高い

　養分収量、㈲サイレージがもつ高い栄養価と産乳価値、⑯濃厚飼料の節減効果、

　⑯大量調整の実現と給与技術の安定化効果。

（8）村内には現在二つの農業機械センターが設置されているが、これは新たな村内
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　農業システム化の一貫として昭和47年に農協主導のもとに設立されたものである。

　センターには個甥農家では導入のむつかしい高能率自走式大型機械が装備され、

　専任オペレーターをおいて作業請負を行なう他、一部、機械の貸付も行なわれて

　いる。運営は農協直営方式であり、現在の事業活動の中心はの酪農家との契約に

　よるデソトコーソや牧草のサイレージ処理、堆肥や尿散布等の作業請負、（薩）村内

　の養豚・養鶏闘地から生産される糞尿スラリーの畑地還元であるが、農業機械セ

　ソターの担うこれらの諸括動は今や村内の農家にとっては不可欠の存在になるま

　でに定着してきているQ

（9）たとえば、調査農家のうち三つの協業経営体を除く個別経営の平均経営耕地断

　積は約29伽であるが、この面積規模を前提にしていま「牧草（荏年）→デントコ

　ーン（2年）」、「牧草（5年）→デソトコーソ（3年）」のごとき比較的、採

　用事例の多い作付方式を想定すれぽ、ローテーション・ブロックの大枠はほぼ10

　勉前後となる。

⑬　岩片磯雄『有畜経営論』1951年・獄93参照○

　　　　　　　　　　　　　　　　付　　　記

　小稿は、拙稿「畑作における二二展開とコスト問題」（第一報）『農業経営研究

』第7号・北海道大学農業経1営学教室・1980年、陶「畑作における経営展開・とコ

スト問題（第二百）」北海道大学農学部『農経論叢』第37集・198王年（この二つ

は学位論文r畑作農業の作付方式に関する実証的研究』1981年・第5章に一部を

加筆、修正して掲載）の継続研究として取りまとめたものである。これまではいず

れも生産費分析を中心にしながら畑作経営の土地利用について作付方式に焦点をあ

てて研究を進めてきたが、小稿でも畑作経営の研究とほとんど同様の問題意識と方

法であえて考察を試みた。酪農経営は、飼料生産過程と乳牛飼養管理過程の二つか

ら成り立っているのが特徴であるが．酪農経営の全体構造を把握するためにはそれ

ぞれの過程をさらに細分化して飼料生産過程は個々の飼料生産部門、畜舎管理過程

は育成部門、搾乳部門のようなかたちでそれぞれの部門の特徴と相互関連を明らか

にすると共に、それらと経営要素の結合状況を詳細に検討することが肝要であるこ

とがわかる。なお、小稿は一連の継続研究であるためやむをえず前記論稿と重複し

た部分がある。
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